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１－２ 上位関連計画の整理 
 
 上十三地域におけるまちづくりの方向性を把握するため、青森県や生活圏などに関する上位関連計

画を整理する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

青森県基本計画 未来への挑戦（平成20年12月） 
青森県は生業に裏打ちされた豊かな「生活」が実現している生活創造社会を目指すものとしている。 

その中で、上北地域は豊かな地域資源を活かし「実力派 エネルギッシュ上北」を目指す姿として地域

づくりに取組むものとしている。 

第５次上十三地域広域市町村圏計画（平成20年3月） 
上十三地域の連携強化と一体的な発展を目指す計画としている。 

 

①自主自立の地域経営 

②国内自給を支える食糧

供給基地へ 

③高水準の雇用を誇る先

導的産業地域へ 

④安定した暮らしと強い絆

のコミュニティへ 

⑤時代に対応した地域基

盤づくりへ 

1.参加と共同の担い手作りと広域連携の推進 
・参加と共同による自主自立の地域経営 

・一次産業経営を軸にしたコミュニティの強化 等 

施策の大綱 

2.食料供給基地としての機能発揮 
・根菜農業の産地力の強化 

・市場条件に応える畜産業、漁業等の安定 等 

3.先導的産業の展開と雇用力の強化 
・本県産業の先導的役割を果たす地域形成 

・地元密着による全国水準の観光資源の活用 等

4.暮らしの安定を支える希望のコミュニティづくり 
・暮らしの安定を支える社会サービスの充実 

・時代に沿った暮らしの環境形成 等

5.地域基盤整備とその推進体制の確立 
・東北新幹線全線開通の準備と交通ネットワークの整備 

・国、県との協力体制構築 等 

 
「超実力派 エネルギッシュ上北」 

 

①力強い食料・エネルギー戦略

基地の形成 

②自然豊かな滞在保養型の観光

地の形成 

③超一級の資源を生かした自立

した地域の形成 

④思いやりやつながりを大切に

する安全・安心な地域社会の

形成 

2030年における地域のめざす姿 今後５年間の取組の展開方向と重点施策 

将来像と発展方向 

4.安全・安心で健康に暮らせる地域づくりの推進 
・セーフコミュニティ推進体制の構築 

・地域の安全・安心な食と運動習慣の普及などによる健康づくりの推進 

3.観光産業の競争力強化と滞在保養型観光の振興 
・経営改善や観光サービス提供体制の見直しによる観光産業の強化 

・観光事業者と地域住民が一体となった観光客受入体性の整備 
・十和田湖・奥入瀬渓流と各地域の資源を組み合わせた広域観光ルートの形成 
・地域の暮らしや風土、歴史、文化に根ざした魅力や資源の掘り起こしと活用、情

報発信の強化 
・道の駅、産直施設及び農家レストランの活用と観光施設等とのネットワーク化 

2.多彩なエネルギーの利活用によるエネルギー産業クラスターの形成 
・エネルギー関連産業を支える創造的な人財の育成・確保 

・原子力発電所、原子燃料サイクル施設等関連事業に対する地元企業の参入促進
・核融合研究に係る各国の研究者や技術者との学術交流の推進 
・六ヶ所村次世代エネルギーパーク整備構想に係る情報発信や産業観光の振興 
・風力発電やバイオマスなどの再生可能エネルギーの高度利用促進 

1.上北農林水産物のトップブランド化とそれを支える担い手作り 
・安全・安心な特産農林水産物の生産とブランド化の促進 

・耕畜連携による土作りの徹底と飼料自給率の向上 
・地元産品を活用する食品加工業の集積促進 
・生産・販売団体等の連携による販売活動の強化 

・事業者、試験研究機関、北里大学等の関係機関が一体となった農商工連携によ
る新商品開発や多様で意欲溢れる担い手の育成 
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青森県都市計画基本方針（平成14年９月） 

複数の市町村からなる広域的な生活・経済圏の将来像として、 

「都市とみどりが調和し、都市と農山漁村がともに支え合う広域生活・経済圏」を位置づけ、4つ

の方針を設定している。 

・都市と自然環境が共存し、農山漁村と連携する広域生活・経済圏 

・無秩序な市街地の拡大が抑制され、快適でゆとりある生活環境が持続する広域生活・経済圏

・豊富な自然環境がいつまでも身近に感じられる広域生活･経済圏 

・圏域内移動が安全で円滑にできる広域生活・経済圏 

※広域生活・経済圏：青森県長期総合プランで位置づけている、複数の市町村で構成される広域的な圏域

広域生活・経済圏の都市像 
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青森県都市計画基本計画（十和田･三沢広域生活・経済圏）（平成15年11月） 
将来像を「豊かな自然に抱かれて人々が和やかに交流する連携都市圏の形成をめざして」

と定め、広域的な地域づくりを目指している。 

目標 

● 十和田市、三沢市及び新たな交流の玄関口の連携による圏域中心の分担と強化 

● 十和田湖、小川原湖、奥入瀬渓流、陸奥湾等の豊かな自然の保全と活用 

● 圏域内各都市の相互補完と連携の確立 

 
都市 
分類 

市町村名 機能 

中心都市 十和田市、三沢市 ・圏域の中心都市として、商業・業務・行政、文化などの都市機能を提供する 

周辺の 
町村 

七戸町、百石町 
下田町、十和田湖町 
六戸町、上北町 

東北町、天間林村 

・日常生活を送るための都市的機能を提供する 
・都市相互の連携の中で役割分担を行いながらサービスを提供する 

遠隔の 
町村 

野辺地町 
横浜町 

六ヶ所村 

・地域特性を踏まえた商業、医療、教育などの日常生活に必要な機能を、周辺
の町村間で分担・確保を図る 

田園地域と調和した都市の連携・
発展エリア 
山地、丘陵地を中心とした自然･自
然的環境を保全・活用するエリア 

湖沼 

中心都市 
周辺の町村 
遠隔の町村 
高規格幹線道路 
幹線道路 

凡 例 
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１－３ 上十三地域の課題整理 

 上十三地域の現状を踏まえ、各市町村の項目毎の特性を整理し、問題点を整理すると次のとおりである。 

 
 

①社会動向 ②土地利用動向 ③道路交通 ④都市機能 ⑤市町村間流動 

十
和
田
市 

・平成12年から人口減少に転じた 

・30年後の高齢化率は約40%に達する 

・小売・卸売の販売額が高い 

・旧十和田湖町が特別豪雪地帯 

・用途地域外に人口の約46％が居住 

・DID人口密度は昭和50年から平成17年の間に約７割に減少

・市街地周辺に農地が広がり、用途地域外のミニ開発が多い

・中心部を起点とした放射状のバス路線 

・鉄道で中心部と三沢市が結ばれる 

・市民バスを運行中 

・大型店舗が郊外部に拡大 

・中心部に公共施設が数多く集積 

・地域内唯一の美術館、大学が立地 

・十和田中央病院が中核的な機能を提供 

・周辺町村からの通勤・通学の流入が多い 

 

三
沢
市 

・高齢化率は県内で2番目に低い18%(H17) 

・将来の人口減少は比較的小さい 

・第一次産業就業者が少なく(8.0%)、７割以上を第三

次産業が占める 

・区画整理によりまとまった市街地が形成され用途地域内に

人口の約63％が居住 

・耕作放棄地が5年間で2倍に増加 

・市域東部で集落移転に伴い団地整備を整備 

・十和田市方面との結節点 

・商工会が主体となり100円バスを運行中 

・駅が中心市街地を外れて立地 

・三沢空港が立地 

・大型店舗が郊外部に立地し、三沢病院も郊外に移転 

・中心市街地活性化事業により特徴的な中心市街地の

形成を推進 

・文教施設、病院等の施設が集積 

・おいらせ町、東北町など複数市町村から通勤流

入が多い 

野
辺
地
町 

・今後30年間で約34％の人口が減少 

・30年後の高齢化率は圏域で最も高い(約45%) 

・第二次・三次産業の比率が高い 

・特別豪雪地帯に指定 

・町村部で唯一DIDを有するが、人口密度は大減少傾向 

・用途地域外に人口の約30％が居住 

・市街地が比較的まとまっている 

 

・下北方面との結節点 

・新幹線開通後に東北本線が三セク化 

 

・集客施設は中心部だけでなく郊外にも複数立地 

・圏域北部の広域的な行政施設が立地 

・上十三地域の他、下北や青森市との繋がり強い

七
戸
町 

・今後30年間で約34％の人口が減少 

・30年後の高齢化率は４割を超える 

・第一次産業就業者の比率が高く２割を超える 

 

・農地、山林の減少と宅地の増加 

・用途地域外に人口の約70％が居住 

・耕作放棄地が５年間で２倍に増加 

・町民バス運行中 

・新幹線駅が立地(2010年) 

 

・役場本庁舎が用途地域外に立地 

・大型店舗は中心部縁辺の国道BP上に立地 

・圏域北部の広域的な行政施設が立地 

・十和田市への流出が大きい 

六
戸
町 

・30年後の高齢化率は圏域で最も高く45％ 

・特産品のブランド化が進行(山芋) 

・第一次産業就業者の比率が高く２割を超える 

・三沢市との境界に住宅団地整備 

・用途地域外に人口の約72％が居住 

・町民バス運行中 

 

・役場周辺に各種の公共施設が集積 

・公共施設は中心部周辺に集中 

・大規模集客施設がない 

・文化ホールが立地 

・三沢市、十和田市に隣接するため両市への流出

が大きい 

 

横
浜
町 

・30年後は人口が４割減少 

・30年後の高齢化率は約44％ 

・第一次就業者の比率が圏域で最も高い(29.4%) 

・農業生産性が高く、農業が基幹産業 

・農地、山林の減少と宅地の増加 

・都市計画区域が未指定 

・バス路線は国道279号に沿った南北方向の

み 

・JR線で野辺地町へと結節 

・有戸北バイパスが整備中 

・各種の都市機能を他市町村に依存している 

・大規模集客施設がない 

・野辺地町の他、むつ市との繋がりがある 

東
北
町 

・30年後の高齢化率は４割を超える 

・第一次産業就業者の比率が高い(27.1%) 

 

・用途地域外に人口の約73％が居住 

・町内に集落が点在 

・町民バス運行中 

・町内にJR２駅、バス路線はJR駅に結節 

・上北道路が整備中 

・市街地を外れた箇所に施設立地 ・三沢市、十和田市に隣接するため両市への流出

が大きい 

 

六
ヶ
所
村 

・30年後の高齢化率は30%を下回る 

・第二次産業従業者の比率が圏域内最高(41.5%) 

・エネルギー関連企業が立地、製造品出荷額が大

きい 

・5年間で宅地が1.5倍に増加し、原野や農地が減少している 

・用途地域外に人口の約50％が居住 

・都市計画の区域区分を指定 

・村民バス運行中 

 

・市街地に役場他公共施設が複数立地 

・市街地に集客施設も立地 

・文化ホールが立地 

・他市町村への流出は少なく、三沢市を中心に通

勤流入が大きく超過 

お
い
ら
せ
町 

・人口が増加傾向にあるが、将来的にも人口増加

が見込まれる 

・高齢化率は上昇するが、圏域全体と比較すると低

い(33.2%) 

 

・宅地の増加率が高い 

・人口の増加傾向とあわせ、市街化圧力が高い 

・都市計画の区域区分を指定 

・町民バス運行中 

 

 

・大型SCをはじめとした集客施設が市街地を外れた高速

IC周辺に集中 

・公共施設も市街地から外れて立地 

・文化ホールが立地 

・三沢市の他、八戸市との繋がりが強い 

・他市町村への通勤流出率が高い 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

○急速に進行する人口減少 

・圏域の将来人口は約 168 千人 

（Ｈ47 で昭和 20 年代の人口まで減少） 

・30 年後の年少人口（15 歳未満人口）は約 5 割に

減少 

・30 年後は 5 人に 2 人が高齢者 

 
 
 

○十和田・三沢市に集中する市町村間流動 

・通勤通学は十和田市、三沢市を中心とした流

動 

・買物流動は十和田市、三沢市を中心に七戸

町、おいらせ町へも流動 

・隣接圏域への流動も大きい 

 
 
 

○低密度に広がる市街地 

・ＤＩＤ人口密度は一貫して減少 

・市町村の用途地域外に人口の約５割が居住 

 

○緩やかな土地利用規制 

・市街地周辺に農地が広がる土地利用であり、市街地が拡

大しやすい 

・都市計画区域が連たんし一体的な都市地域を形成 

 

○広がる高速交通網 

・一般国道 45 号上北道路、下北半島縦貫道

路有戸北バイパスが整備中 

・東北新幹線が整備中であり、七戸町に新幹

線駅が整備 

･三沢空港が立地 

○５つの町村でコミュニティバスを運行 

・路線バスの撤退などを契機にコミュニティバ

スを運行する自治体が増加 

○郊外化が進む都市施設 

・大規模店舗等が用途地域外に進出 

 

○十和田・三沢市に集中する都市機能 

・国・県の行政施設が十和田市に多く立地 

・野辺地町と七戸町に国・県の行政施設の一部が立地 

・文化余暇施設は各市町村に立地 

 
 

上
十
三
地
域
の
課
題 
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２．自治体相互の役割分担検討 

２－１ 将来像の検討 

１）上十三地域における「東北発コンパクトシティ」の検討の視点 

上十三地域の現状や上位関連計画におけるまちづくりの方向性を踏まえると、上十三地域におけ

る「東北発コンパクトシティ」を考えるうえでの視点は次のとおりである。 

 
①急速に進行する人口減少 
・圏域の将来人口は約168千人（Ｈ47で昭和20年代の人口まで減少）

・30年後の年少人口（15歳未満人口）は圏域全体で約５割に減少 

・30年後は5人に2人が高齢者 

上
十
三
地
域
の
各
市
町
村
の
状
況 
⑦十和田・三沢市に集中する都市機能 
・国・県の行政施設が十和田市に多く立地 

・野辺地町と七戸町に国・県の行政施設の一部が立地 

・文化余暇施設は各市町村に立地 

各
市
町
村
と
も
「
拡
大
型
」
の
ま
ち
づ
く
り
か
ら
「
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
」
へ
の
転
換
が
必
要 

⑧十和田・三沢市に集中する市町村間流動 
・通勤通学は十和田市、三沢市を中心とした流動 

・買物流動は十和田市、三沢市を中心に七戸町、おいらせ町へも流動

・隣接圏域への流動も大きい 

②低密度に広がる市街地 
・ＤＩＤ人口密度は一貫して減少 

・市町村の用途地域外に人口の約５割が居住 

③緩やかな土地利用規制 
・市街地周辺に農地が広がる土地利用であり、市街地が拡大しやすい

・都市計画区域が連たんし一体的な都市地域を形成 

⑤広がる高速交通網 
・一般国道45号上北道路、下北半島縦貫道路有戸北バイパスが整備中

・東北新幹線が整備中であり、七戸町に新幹線駅が整備 

・三沢空港が立地 

⑥５つの町村でコミュニティバスを運行 
・路線バスの撤退などを契機にコミュニティバスを運行する自

治体が増加 

④郊外化が進む都市施設 
・大規模店舗等が用途地域外に進出 

上
位
関
連
計
画

◆青森県基本計画 未来への挑戦 

上北地域の将来像は、豊かな地域資源を活かした「超実力派

エネルギッシュ上北」 

◆上十三地域広域市町村圏計画 

上十三地域は、食糧基地や先導的産業などを軸に、自主自立の地

域を目指す 

◆十和田・三沢生活経済圏都市計画基本計画 

上十三地域の都市計画では、市町村が役割を分担し、連携都市圏

の形成を目指す 

人
口
減
少
下
に
お
い
て
も
地
域
特
性
を
踏

ま
え
た
持
続
的
な
ま
ち
づ
く
り
が
必
要 

具
体
的
な
実
践
に
向

け
た
計
画
が
必
要 
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視視点点②②農山漁村地域に配慮して取
組む 

  

視視点点③③市町村間が互いに補完しあ

いながら取組む 

  

・農林漁業を基幹産業とする地域が多い上十

三地域では、農山漁村地域の衰退が都市を

含む地域全体の活力低下に繋がるため、都

市と農山漁村地域の共生が必要 

・特に、地域経済や農業の衰退による耕作放

棄地等の増加が無秩序な市街地拡大の要因

となることから、都市と農山漁村地域を一

体的に考えていくことが重要 

・人口減少が進むため、各市町村がフルセッ

トの都市機能を持つことが困難 

・現在の市町村連携を活かしながら将来的に

不足する機能を補完し、サービスの維持向

上を図ることが必要 

・東北新幹線の開業など高速交通網の整備効

果を、広い生活圏で享受できるような仕組

みが必要 

市街地周辺に農地・集落が広がる 
◆優良な農地などが各市町村の市街

地周辺に広がる 

◆用途地域外に人口の５割が居住し、

集落などが点在する地域構造 

 

 

各市町村が都市機能を分担 
◆十和田市、三沢市に広域的な都市機

能が集積する一方で、野辺地町や七

戸町などが広域的な行政施設等の

機能を分担 

 

根菜類に代表される農業が基幹産

業・漁業資源も豊富 
◆長芋やにんにくなどの根菜類の生産

量が多い農業形態 

◆海や湖、渓流を有し、漁業資源も豊

富 

生活圏の面積が広い 
◆上十三地域は、青森県内の生活圏で

最も面積が広く、南北に長い 

 

耕作放棄地が５年間で１．３倍 
◆県平均１．２倍の増加率を上回る 

 

視視点点①①市町村がそれぞれコンパクト
なまちづくりに取組む 

  ・各市町村とも人口減少の進展、市街地拡大
が進んでおり、市町村それぞれがコンパク

トなまちづくりに取組むことが必要 

・取組みにあたっては、各市町村の特性や既

存の取組み等を活かしながら、魅力ある中

心市街地の形成や土地利用コントロールな

どに配慮することが重要 

上
十
三
地
域
の
特
性
を
踏
ま
え
た
「
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
」
の
形
成
が
必
要 

各各
市市
町町
村村
がが
取取
組組
むむ
「「
東東
北北
発発
ココ
ンン
パパ
クク
トト
シシ
テテ
ィィ
」」
にに
よよ
りり
形形
成成
ささ
れれ
るる
豊豊
かか
なな
上上
十十
三三
地地
域域  

上十三地域の特性 

コンパクトシティに取り組む上での視点 
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 ２）上十三地域における「東北発コンパクトシティ」 
 
 市町村が東北発コンパクトシティに取組むことによって実現する上十三地域の将来像

海・山・湖・渓流の豊かな自然の中で多様な都市と農山漁村が共生する地域 
２市７町村が市街地拡大抑制や都市機能の強化などコンパクトシティ形成に向けた取組みを行うことを基本

に、さらに、海・山・湖・渓流の「恵み」や既存の公共施設などを有効に活用しながら2市7町村が連携・都市機能

の補完を進めることで、一つ一つの都市がコンパクトなまちの条件を満たしつつ、魅力的な都市と豊かな自然が

広がる上十三地域を形成する。 

市町村が取組む東北発コンパクトシティ 

都市と農山漁村地域間の人・特産物

等の交流 

近隣市町村との都市機能の補完・

分担 

９市町村の特性を活かしたコンパクトなまちづくり 基本方針１ 

基本方針２ 基本方針３ 

用途地域外に人口の約３～７割が居住する当

地域においては、農村集落の生活を支えるため、

旧町村の中心拠点等古くからの生活中心地区の

環境を維持するとともに、それぞれの資源を活か

し都市部での農産品の販売や都市住民の農村体

験などの連携・共生を拡充する。 

・各市町村においては、市町村が重点的に取り組んでいる事業や地域の特色を活かしながら地域住民が

生活を楽しめ、訪れる人にも魅力のある市街地を形成していく。 

・さらに、市街地周辺に広がる豊かな自然環境と市街地の土地利用との整合を図り、無秩序な市街地拡

大の抑制、計画的な産業誘致などによる計画的にメリハリのある土地利用コントロールを行う。 

各地域の魅力や既存ストックを活かしながら不

足する機能については市町村間で補完し合い、

地域全体でより豊かな都市機能が享受できる地

域の形成を図る。そのため、新幹線など整備が進

む高速交通網のネットワーク化など市町村の連

携を深めていく。 

９市町村がコンパク

トなまちづくりに取

組む 

市町村に不足する機

能等を補完し合う 

①９市町村の特性を活かしたコンパクトなまちづくり 
 

②都市と農山漁村地域間の

人・特産物等の交流 

 

③近隣市町村との都市機能

の補完・分担 

 
Ａ市

Ａ市

Ｃ町Ｂ市

都市（市街地）

農山漁村地域

集落

９市町村のそれぞれの

取り組みと市町村間の

連携により、９市町村

の「東北発コンパクト

シティ」が成り立つ 
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各市町村が「東北発コンパクトシティ」を形成し、広域的に連携する上十三地域のイメージ 

 役 

 役

 役

 役

 役

 役

 役

 役

 役

 役

東北新幹線 

JR 東北本線

JR

大
湊
線 

広
域
的
な
連
携 

広域的な連携 

三本木平野 

小
川
原
湖 

太
平
洋 

陸奥湾 

八
甲
田
連
峰 

東北縦貫自動車道八戸線

十和田湖 

観光拠点 

十和田観光電鉄 

 六六ヶヶ所所村村  
日常的な生活機能

エネルギー関連事業

 

 

 十十和和田田市市  
行政・文化・医療等の広域機能 
十和田湖等の広域的な観光 

野野辺辺地地町町  
圏域北部の都市機能の補完

ホタテやなまこ等の漁業産出

横横浜浜町町  
日常的な生活機能 
菜の花畑などのレクリエー

ション機能 

おおいいららせせ町町  
日常的な生活機能 
奥入瀬川等の自然 

六六戸戸町町  
日常的な生活機能 
長いもなどの農業生産 

東東北北町町  
日常的な生活機能を提供

シジミ等の水産物 

七七戸戸町町  
圏域中部の都市機能の補完 
新幹線駅による玄関口 

三三沢沢市市  
三沢空港による玄関口

医療等の広域サービス

 
凡例 基本方針 

 
９市町村の特性を活かした

コンパクトなまちづくり 

 都市と農山漁村地域間の

人・特産物等の交流 

 近隣市町村との都市機能

の補完・分担 

<市町村間の都市機能の補完例> 

 高度医療 

 広域行政機能  

 文化センター 
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２－２ 自治体相互の役割分担検討 
 
東北発コンパクトシティは各市町村が基礎的なサービスを提供しつつ、より高次な機能について相

互補完することなどにより、実現していくものである。 

そのため、現状において各市町村が有する都市機能を活かしつつ、将来的な役割等を踏まえつつ、

市町村が相互に役割を担っていくものである。 

上十三地域の各市町村の役割については、平成１５年度に策定された青森県都市計画基本計画を参

考に、各市町村が保有する特徴的な施設や取組み等を参考にし、検討するものとする。 

 

（関連計画における各市町村の位置づけ） 

平成１５年度に策定された青森県都市計画基本計画では、９市町村を中心都市と周辺の町村、遠隔

の町村に３分類部類しそれぞれの役割を整理している。 

・十和田市、三沢市は、圏域の「中心都市」として、圏域全体にとって必要な高次かつ多様な機能の

充実・強化を行い連携都市圏の拠点としている。 

・七戸町、おいらせ町、六戸町、東北町は日常生活に必要な都市機能を提供する「周辺の町村」とし

て位置づけられている。 

・野辺地町、横浜町、六ヶ所村は、「遠隔の町村」に位置づけ、周辺の市町村と連携して一定水準の

生活利便性が確保できるよう必要な機能の充実・強化を図る。 

 
 

〈各市町村の青森県都市計画基本計画における位置づけと特徴的な取組み〉 
市町村名 青森県都市計画基本計画 

における位置づけ 
特徴的な取組み 

十和田市 

・生活圏全体にサービスする広域行政機能の提供 

・美術館や文化ホール等を活用した芸術・文化機能の提供 

・高度な医療の提供 

三沢市 

中心都市 

・生活圏域を対象とする行政、

商業業務、交流、文化、教育、

医療、福祉などの都市機能を

提供 
・十和田市と共に、広域的な都市的サービスの提供 

・アメリカ村などによる国際色豊かな文化の提供 

七戸町 

・七戸町の農業特産品、長い歴史を有する「食文化」を活かした七戸ブランド

の「食」の提供 

・新幹線駅を核とした広域交流の玄関口の形成 

おいらせ

町 

・シラウオ・ワカサギ漁等の小川原湖の資源を活かした、水産資源の提供 

・豊富な湯量を誇る「モール」温泉を活かした温泉や温水プール等の「いで湯

のまち」の提供 

六戸町 ・「奥入瀬」のブランドを活かした自然環境と農作物の提供 

東北町 

周辺の町村 

・日常生活を送るための商業、

公共・公益、教育、医療、福祉

などの都市的機能を提供 

・都市相互の連携の中で役割分

担を行いながらサービスを提

供 

 

・総合運動公園の立地を活かした各種スポーツ大会の開催等によるスポーツ

機能の提供 

・青森の野菜王国を誇る県内有数の野菜を中心とした作物の提供 

野辺地町 
・圏域北部の町村の日常的なサービス機能の提供 

・ホタテ等の海の幸の提供 

横浜町 ・全国的な知名度を有する「菜の花畑」を活かした「自然景観」の提供 

六ヶ所村 

遠隔の町村 

・地域特性を踏まえた商業、医

療、教育などの日常生活に必

要な機能を、周辺の町村間で

分担・確保を図る 

 

・むつ小川原開発に伴う、新たな産業・雇用の提供 

・国際的な研究者等の増加を契機に、諸外国との交流を深めながら国際交

流・文化を提供 
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３．「東北発コンパクトシティ」の実現化方策の検討 

３－１ 実現化方策の検討 

 東北発コンパクトシティの実現化方策は、上十三地域の特性にあった各市町村が取組みやすいもの

とするため、９市町村の都市計画担当者などによるワーキンググループを設置し、具体的な検討を行

い実現化方策として取りまとめた。 

 

１）ワーキンググループにおける実現化方策検討の流れ 
 ワーキンググループは３回実施し、実現化方策の項目及び段階的な進め方、短期的な取組み例

の検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ワーキンググループメンバー） 

ワーキング G 青森県 都市計画課 
 十和田市 都市整備建築課 
 三沢市 都市整備課 
 野辺地町 建設環境課 
 七戸町 企画財政課 
 六戸町 企画財政課 
 横浜町 産業建設課 
 東北町 企画課 
 六ヶ所村 企画調整課 
 おいらせ町 地域整備課 
オブザーバー 東北地方整備局 広域計画課 
 東北地方整備局 都市･住宅整備課 

 
事務局 東北地方整備局 広域計画課 
 東北地方整備局 広域計画課 
 東北地方整備局 都市･住宅整備課 
 青森県 都市計画課 

市町村が連携して取組む方策検討 

（重点的な取組み、段階的な進め方など） 

第１回ワーキンググループ 

・市町村が取り組みやすい方

策の検討 

各市町村が取組む方策検討 

上十三地域における実現化
方策の項目の検討 

第2回ワーキンググループ 

･重点的な取組みの抽出 
・段階的な取組み方策の検討

第3回ワーキンググループ 

・短期的な方策の検討 

重点的・段階的な進め方の検討

実現化方策のうち、取り組みや

すい項目について、段階的な進

め方を検討 

短期的な取組み例の検討 

段階的な進め方のなかで、

短期的な方策について、すぐ

に取組めるアイディアを検討 

地域特性 
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２）各市町村が取組む方策の検討 
上十三地域における東北発コンパクトシティの実現に向けた方策について、基本方針ごとに上十三地域の特性を踏まえつつ、ワーキンググループでの意見交換を行い以下の通り検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆高齢者の居住支援 

・高齢化率が上昇するなかで、高齢者世帯が

住み続けられるように、福祉サービスや共

同住宅等の生活サービスの提供を行う 

◆土地利用の規制誘導 

・無秩序な拡大を抑制し、農地との整合を図

りながら計画的な土地利用を誘導するた

めの規制誘導を実施する 

◆ニーズにあった多様な移動手段の確保 

・コミュニティバス等による安心して移動で

きる交通手段を確保 

・利用者のニーズに合わせた交通手段の確保

◆中心市街地の魅力づくり 

・各市町村の特徴を活かし、都市規模にあっ

た街なかの再構築を推進 

◆都市施設の再構築 

・郊外に立地する公共公益施設等について

は、長期的な視野で建替え時に街なかへの

誘導を行う 

①計画的な土地利用コントロ

ール 

③快適な移動手段の確保 

②市町村の特性に応じた都

市機能の再構築 

９市町村の特性を活かしたコ

ンパクトなまちづくり 

・各市町村においては、市町村が重点的に

取り組んでいる事業や地域の特色を活か

しながら地域住民が生活を楽しめ、訪れる

人にも魅力のある市街地を形成していく。 

○人口特性 
・圏域の将来人口は約168千人 

（Ｈ47で昭和20年代の人口まで減少） 

・30年後の年少人口（15歳未満人口）は圏域全体で約５割に減少

・30年後は5人に2人が高齢者 

○人口分布 
・3市町のＤＩＤは面積が拡大する一方で人口密度が低下し、低

密度な市街地拡大が続く 

・市町村の用途地域外に人口の約５割が居住しており、多くの人

口が用途地域外で生活している 

○土地利用特性 
・市街地周辺に農地が広がる土地利用であり市街地が拡大しやす

い 

・都市計画区域が連たんし一体的な都市地域を形成 

・緩やかな都市計画区域が広がる 

・大規模店舗が用途地域外に進出 

上十三地域の市町村の現状 実現化方策 

○都市機能の特性 
・文化余暇施設はほとんどの市町村に立地 

・一方、国・県の行政施設等は十和田市、三沢市に多く立地 

・中核的な病院は十和田市と三沢市に立地 

・野辺地町、七戸町等に、国・県の行政施設の一部が立地 

○市町村内の交通特性 
・公共交通の不便地区を市町村がコミュニティバスによりカバー

・鉄道が地域を南北に縦断しており、地域住民の移動を支えてい

る 

・高速交通網（一般国道45号上北道路、下北半島縦貫道路有戸北

バイパス）が整備中 

基本方針 

基本方針１ 

・市街地周辺に広がる豊かな自然環境と市

街地の土地利用との整合を図り、無秩序な

市街地拡大の抑制、計画的な産業誘致な

どによる計画的にメリハリのある土地利用

コントロールを行う。 



 

2-26

 

 
上十三地域の市町村の現状 実現化方策 基本方針 

近隣市町村との都市機能の補完・

分担 

基本方針３ 

各地域の魅力や既存ストックを活かしながら

不足する機能については市町村間で補完し合

い、地域全体でより豊かな都市機能が享受で

きる地域の形成を図る。そのため、新幹線など

整備が進む高速交通網のネットワーク化など

市町村の連携を深めていく。 

◆公共施設の共同利用・役割分担 

・９市町村に立地する公共施設について、それ
ぞれの特色などを活かしながら生活圏全体で
活用できるようにし、圏域全体でサービスの
維持・向上を図る 

◆地域イベントの連携 

・都市施設を活用した地域イベントへの参加、
共同開催等により、地域の連携を活性化 

◆９市町村をネットワークする広域交通網

の形成 

・現在公共交通網がネットワーク化されていな
い市町村を繋ぐ広域的なバス交通ネットワー
クの形成 

・南北に長い生活圏をネットワークする高規格
幹線道路やアクセス道路等の整備 

・新幹線駅にアクセスするバス交通網の整備 

・新幹線の利便性を向上させるタクシーやレン
タカー等の活用 
 

◆広域観光形成事業 

・滞在型観光などが可能となるように、生活圏
内の観光施設の連携による観光地を形成 

・生活圏内の多様な観光資源を結ぶ新たな観光
ルートの設定 

①都市施設の連携 
 

③豊富な観光資源のネッ

トワーク化 

②連携を支える交通ネット

ワークの形成 

◆農産物のブランド化 

・農商工連携などにより、都市と農山漁村が連
携し、農産物のブランド化を促進することで、
農地や森林の維持保全を図る 

◆都市との連携による耕作放棄地の活用 

・人口減少や集落の移転等による管理が困難に
なる自然環境について、NPO や企業等新たな
主体との協働による維持管理を実施 

◆多様な交通手段の確保 

・街なか・都市施設等と集落を結ぶ公共交通網
として、デマンドタクシーなど多様な手段に
よる公共交通を確保 

◆環境・エネルギー産業の創出 

・エネルギー作物等の栽培に耕作放棄地を活用
し、新たなエネルギー産業などを目指す 

①農地や森林の維持保全 

②集落の生活環境の維持 

○農村集落 
・優良な農地などが各市町村の市街地周辺に広がる 

・各市町村の用途地域外に人口の約３～７割が居住してお

り、多くの人口が用途地域外で生活している 

 

○農林水産業の特性 
・長芋やにんにくなどの根菜類の生産量が多い農業形態 

・海や湖、渓流を有し、漁業資源も豊富 

 

○地理的特性 
・上十三地域は、青森県内の生活圏で最も面積が広く、南北

に長い 

 

都市と農山漁村地域間の人・特産物

等の交流 

基本方針２ 

用途地域外に人口の約３～７割が居住する当

地域においては、農村集落の生活を支えるた

め、旧町村の中心拠点等古くからの生活中心

地区の環境を維持するとともに、それぞれの資

源を活かし都市部での農産品の販売や都市住

民の農村体験などの連携・共生を拡充する。 

○広域的な都市機能特性 
・国・県の行政施設が十和田市に多く立地 

・野辺地町と七戸町に国・県の行政施設の一部が立地 

・文化余暇施設は各市町村に立地 

 

○市町村間の流動 
・通勤通学は十和田市、三沢市を中心とした流動 

・買物流動は十和田市、三沢市を中心に七戸町、おいらせ

町へも流動 

・隣接圏域への流動も大きい 

 

○広域的な交通特性 
・一般国道 45 号上北道路、下北半島縦貫道路有戸北バイパ

スが整備中 

・東北新幹線が整備中であり、七戸町に新幹線駅が整備 

・三沢空港が立地 

○農地動向 
・耕作放棄地が 5年間で 1.3 倍に増加し県平均を上回る増加

率となっている 

・上十三地域で 700 件を超える農地転用が行われている 

 



 

2-27

３－２ 市町村が連携して取組む方策の検討 
 市町村が連携し、実現化方策をより効果的に実践するため、市町村が連携して取組む重点的な方策を抽出し、段階的な取り組みや短期的な方策の検討を行う。 

 

１）重点的な方策の抽出 

９市町村のアンケートやワーキンググループにおける検討から、上十三地域において各市町村が連携して取組む重点的な方策を抽出すると、次のとおりである。 

 
 

実現化方策 重点的に取組む方策 

  

①基本方針 1  9 市町村の特性を活かしたコンパクトなまちづくり 

◆計画的な土地利用コントロ
ール 

・土地利用の規制誘導 ○ 
広域的に緩やかな都市計画区域が連たんすることから、市町

村が連携して規制誘導を行うことが必要であるため 

・都市施設の再構築 ○ 
都市機能の連携と合わせて取組むことで、将来的な役割分担

が可能となるため 

・高齢者の居住支援   
◆市町村の特性に応じた都
市機能の再構築 

・中心市街地の魅力づくり   

◆快適な移動手段の確保 ・ニーズにあった多様な移動手段の確保   

  

②基本方針 2  都市と農山漁村地域間の人・特産物等の交流 

・農産物のブランド化 ○ 
農林漁業の資源が豊富な地域であり、ブランド化の取り組み

もすすめているため 

・都市との連携による耕作放棄地の活用 ◎ 
市町村全域に農地が広がっているため、隣接市町村による活

用などの取り組みも必要であることから 
◆農地や森林の維持保全 

・環境・エネルギー産業の創出  
既にエネルギー作物の栽培実験等に取組んでおり、これらの

取り組みを広げることが考えられるため 

◆集落の生活環境井の維持 ・多様な交通手段の確保   

  

③基本方針３  近隣市町村との都市機能の補完・分担 

・公共施設の共同利用・役割分担 ◎ 
余暇文化施設が多数立地しており、これらの有効活用を行う

ことによるサービス向上が考えられるため 
◆都市施設の連携 

・地域イベントの連携   

◆連携を支える交通ネットワ
ークの形成 

・９市町村をネットワークする広域交通網の形
成 

◎ 
上十三地域は面積が広大であるため、広域交通網の形成には

市町村が連携して取組む必要があるため 

◆豊富な観光資源のネットワ
ーク化 

・広域観光形成事業 ◎ 
市町村連携の起爆剤として豊富な観光資源を広域的に活用す

ることが考えられるため 

市町村で連携できる具体的な方策に関するアンケート 

第一回ワーキングの検討 

優先的に連携していきたい具体的な方策 

・産業分野毎に誘致する企業を分担 ・農地や自然環境等を守る景観計画 など

・新幹線駅、鉄道駅、空港などの結節点の交通ネットワーク強化 

・観光バス、タクシー等の運営 など 

・市町村界周辺の集落の環境整備 

・高齢者世帯の居住継続 ・道路の見直し  など 

・文化施設等の広域連携、相互利用 ・県や指定管理者による運営管理 

・市町村ごとに核となる施設の配置 ・大規模集客施設の広域調整 

・高齢者への商店街の利便性向上 など 

・農家の育成 ・遊休地等の情報提供 

・グリーンツーリズム、なたねの作付け等による観光振興 など 

・観光ルートの開発 

・自然の保全・活用 など 

・幹線道路の整備 ・自主財源比率の向上 

・文化等の広域ガイド育成 など 

重点的に取組む方策の抽出 

※○は重点的に取組む方策 ◎は重点的な方策の中でも特に連携を高めて取組む方策 

●企業誘致の連携 

・農工団地には農業加工工場、三沢市は自動車産業など各市町村に特徴的なものを

誘致、税制なども工夫して市町村が分担 

●市町村が連携した市町村境界部分の無指定地域の規制 

・隣接市町村で一体的な土地利用規制を行いたい 

●白地地域の規制 

・三沢市では郊外に立地する病院周辺の土地利用規制を検討することが必要 

●各市町村に立地する施設の有効活用がテーマ 

・各市町村に立地する総合運動公園の休日調整、利用料金統一等ができないか 

・文化施設等の公共施設情報をHPで一元的に管理できないか 

●バスの連携による点在する集落の利便性向上 

・コミュニティバスが隣接市町村まで足を伸ばせないか 

・隣接する市町村の路線をつなぐことでネットワーク化が図れる 

（一緒の時刻表を作る、広域的な時間調整を図るなど） 

●観光振興に向けた公共交通のネットワーク 

・空港や新幹線、観光地での乗り捨てできるレンタカーがあれば利便性が向上する 

●連携による農地の維持保全 

・農業委員会が大規模農家に耕作放棄地を斡旋している事例がある 

・隣の農地を利用することにより大規模化が図れる。 

●都市と農村の新たな連携 “食からエネルギー” 

・遊休地で甜菜
てんさい

を使ったバイオエタノールの実験を実施中（北海道より優れている） 

・農地を使ったバイオエネルギーを構想中 

●圏域連携による日本一 

・圏域の各生産物を合わせれば、日本一になるものが多い 

・圏域としてのブランド化が図れれば、日本一がたくさん作れる 
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２）段階的な取組みの検討 

重点的に取り組む方策を具体的に進めるため、ワーキンググループにおいて検討を行った。国・県・

市町村の役割分担に着目し、各主体において望まれる段階的な取り組み方策を整理した。 

 

◆土地利用の規制誘導 
人口減少、社会動向の進展に合わせて土地利用の規制誘導を行うことにより、無秩序な市街地を抑制す

る。 

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

市
町
村 

◇都市計画 MPの見直し 

◇土地利用制度の検討 
◇白地地域の土地利用誘導 

◇法制度を活用した土地利用コン

トロール 

県 

◇区域 MP の見直し 

◇広域的な土地利用調整会議 
 ◇広域的な土地利用制度の活用 

国    

 

 

◆都市施設の再構築 

文化施設などの公共施設の有効活用を図ると共に、長期的には建替え時期に合わせて都市施設の再配置

などを行い、都市機能を提供する中心市街地の機能を強化する。 

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

市
町
村 

◇市町村連携の連絡会議の開催 

◇既存施設の有効活用 
◇既存施設のコンバージョン等 

◇街なかや拠点的な集落への施

設の再配置 

県 ◇施設整備の支援 ◇施設整備の支援  

国 ◇施設整備の支援 ◇施設整備の支援  
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◆農産物のブランド化 
特産物の充実や農業体験等、地域の資源である農業振興を進めることで、上十三地域に訪れたくなる魅

力づくりを行う。 

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

農
業 

関
係 

◇特産物の拡充 ◇農産物加工品のブランド化  

市
町
村 

◇地域資源の現状分析・勉強会 

◇報道機関を活用した情報発信 
◇農地の有効活用に向けた連携  

県 

 

 

◇賃貸借の手続きの簡素化 

◇農地売買規制の見直し 
 

国 

 

 

◇賃貸借の手続きの簡素化 

◇農地売買規制の見直し 
 

 

 

◆都市との連携による耕作放棄地の活用 
都市住民など多様な主体の参加による耕作放棄地の活用を進め、農地の維持保全を図る。 

 

 

◆環境・エネルギー産業の創出 
構造改革特区で平成 15 年に認定を受けている「環境・エネルギー産業創造特別区域（特区）計画」を

活用し、むつ小川原地域に新たな産業創出を図る。 

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

農
業 

関
係 

◇耕作放棄地活用への住民参加を拡

大 

◇耕作作業などに地元企業等の参加

を拡大 
 

市
町
村 

◇市町村の連絡会議の開催 

◇耕作放棄地情報提供事業 
◇耕作放棄地活用の拡大 

◇市町村間での休耕地活用

事業の拡大 

県 ◇耕作放棄地情報提供事業   

国 

 

 
  

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

農
業 

関
係 

◇市町村の勉強会 
 

 

 

 

 

市
町
村 

◇新エネルギービジョン検討 

◇風力発電施設の立地促進 
◇環境・エネルギー産業検討 

◇特区を活用した新たな産業の

創出等 

県 ◇エネルギービジョンの検討   

国 ◇事業の支援   
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◆公共施設の共同利用・役割分担 
２市７町村が有する文化施設や運動施設などの公共施設を連携して活用することで、住民の利便性を上

げ、将来的には市町村の役割を分担し、地域全体で持続的なサービス提供を行う。 

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

市
民
・ 

事
業
者 

◇民間の運営協力の検討 ◇運営への参加   

市
町
村 

◇市町村の連絡会議 
◇施設の休日などの調整 

◇公共施設の情報共有化 

◇利用料金の調整 
◇運営・維持管理体制の統一 

◇施設の再配置  

県   ◇施設整備の支援 

国   ◇施設整備の支援 

 

 
◆9市町村をネットワークする広域交通網の形成 
新幹線駅等の整備に合わせたバス路線の見直しや国・県等の支援等に基づくバス交通の確保を図るとと

もに、将来的なバス路線のネットワーク化を図る。 

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

バ
ス 

事
業
者 

◇バス路線の見直し 

◇高速交通網へのアクセス改善 

◇圏域の拠点施設を結ぶバス路

線の開設 
◇広域路線バスの運行調整 

市
町
村 

◇市町村の連絡会議 
◇バス停機能の充実 

◇コミュニティバスのネットワーク

化 
 

県 ◇補助制度の検討   

国 ◇補助制度の検討   

 

 

◆広域観光形成事業 

地域資源を活かして、上十三地域全域で連携し、広域観光ネットワーク形成に取り組む。 

主体 短期（５年程度） 中期（５～10 年） 長期（10 年以上） 

市
民
・ 

事
業
者 

◇民間の勉強会の開催 ◇合同イベントの開催など  

市
町
村 

◇市町村の連絡会議 
◇既存資源のブラッシュアップ 

◇スケジュール調整 

◇観光施設を活用した情報提供 

◇観光パンフの作成 

 ◇魅力ある観光ルートの創出 

県 ◇既存資源のブラッシュアップ   

国    
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３）市町村が連携して取組む実現化方策の取りまとめ 

  以上の検討結果をもとに、市町村が連携して取組む実現化方策をとりまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
①基本方針1 
9市町村の特性を活かしたコンパクトなまちづくり 

◆計画的な土地利

用コントロール 
・土地利用の規制誘導 

・都市施設の再構築 

・高齢者の居住支援 
◆市町村の特性に

応じた都市機能の

再構築 
・中心市街地の魅力づくり 

◆快適な移動手段

の確保 

・ニーズにあった多様な移

動手段の確保 

  

②基本方針2 
都市と農山漁村地域間の人・特産物等の交流 

・農産物のブランド化 

・都市との連携による耕作

放棄地の活用 
◆農地や森林の維

持保全 

・環境・エネルギー産業の

創出 

◆集落の生活環境

の維持 
・多様な交通手段の確保 

  

③基本方針３ 
近隣市町村との都市機能の補完・分担 

・公共施設の共同利用・役

割分担 
◆都市施設の連携 

・地域イベントの連携 

◆連携を支える交

通ネットワークの

形成 

・９市町村をネットワークす

る広域交通網の形成 

◆豊富な観光資源

のネットワーク化 
・広域観光形成事業 

実現化方策 

 

（交通・公共機能・土地利用の複合的な取組み）

路線バスやコミュニティバスなど多様な手

段の提供と土地利用の見直しや拠点整備を

進めることで、長期的に安定した利便性の高

い都市形成を行う。 

１

 

（農業・観光事業・交通の複合的な取り組み）

市町村の地域資源を活かしたまちづくり

を進めると共に、スケールメリットを活か

した広域的な連携を進め、地域の魅力を高

める取り組みを行う。 

３

 

（公共機能・交通などの複合的な取組み） 

圏域内の公共施設について、相互利用を促

進すると共に、広域的な交通網を形成する

ことで地域住民の利便性向上を図る。 

４

 

（農業とエネルギーなどの複合的な取組み） 

市街地拡大等の要因となる耕作放棄地に

ついて、多様な主体の参加による有効活用

を進めるとともに、農産業のブランド化や

エネルギー産業との連携等多様な観点か

らの活用に取り組む。 

２

土地利用と連動した公共交通の再生

公共施設連携 

農業資源等も活かした広域観光 

耕作放棄地活用 

※■は重点的に取組む方策 

●公共交通研究会の開催
 

●耕作放棄地情報提供 
 

●ＨＰを活用した公共施設

の情報一元化 

●広域イベントマップ・カレ

ンダーの作成 

◇バス路線の見直し

◇バス停機能の充実 

◇市町村の連絡会議の開催

◇高速交通網へのアクセス改善 

◇耕作放棄地活用への住民参加を拡大 

◇市町村の連絡会議の開催 

◇耕作放棄地の情報提供 

◇民間の運営協力の検討 

◇施設の休日などの調整 

◇公共施設の情報共有化 

◇市町村の連絡会議 

◇民間の勉強会の開催 

◇スケジュール調整 

◇市町村の連絡会議 

◇既存資源のブラッシュアップ 

◇観光パンフの作成 

相乗効果を発揮する 

複合的な取組み例 
短期的な取組み例 すぐに取組める 

取組み例 




